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環境教育における関係性の創造
住環境と人間性に関する研究（その７）
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葉で｢Think globally, Act locally｣と表現されるように深い関係がある。すなわち、地球的
な視野に立って各地域における現実的な問題に取り組む足元の行動が大事だといえる。自
らが居住する地域の環境問題を真正面から見つめる主体性こそが地球規模で環境問題を解
決していくことにつながる。
５. 環境教育から環境倫理へ
1）長野市における環境学習プラン
現在、都道府県では｢大阪府｣、「静岡県」、「神奈川県」、｢茨城県｣、市では四日市市、長
野市の4府県の２市が環境教育プランや環境学習プランを策定してある。長野市の環境学
習推進プランの概要は環境の理解を助けるような説明をしている。（資料：長野市環境部
環境管理課）
たとえば、持続可能な社会づくりに向けて何を学んだらよいのか問いかけている。そこ
で強調されていることは目に見える形で表面に出ている現象だけでなくそれを生み出して
いる個人や社会のあり方が問題でそれに対処する術を考えるべきであるといい、環境学習
では対処療法的な行動だけではなくどのように環境問題や社会ついて考え、考えた結果を
行動に結びつけることが大切、だから、環境学習が扱う領域は自然環境、エネルギー、消
費、歴史、文化、食、住、といった多方面にかかわりを持っているのである。
どのような領域やテーマから環境問題を扱おうと学びを｢持続可能な社会｣の実現につな
げるためには個々のテーマを個別的に扱うのではなく、人と自然、環境と社会、社会と自
己、将来世代との生活の関わり、国内外の他地域との関わりなど、関連性を見つめ問題を
断面からではなく全体的視点から扱うことが重要である。上記の３. で示した中央環境審
議会答申（2000年12月）よる環境教育・環境学習が「環境のための教育・学習」という枠
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から｢持続可能な社会の実現のための教育学習｣にまで広げて捉えるべきとした内容を｢人
間と自然とのかかわり｣と｢人間と人間とのかかわり｣に大別して関係性や総合的視点を組
み込む必要性を強調している。
人間と自然とのかかわりとは人間と人間以外のものとの関係を学び、環境を理解する。
つまり、環境の成り立ち（生態系が保たれていること、物質が水や大気、生物などの間を
循環すること）と自然環境の回復力（限度を超えた資源搾取や不要排出物が資源の減少や
汚染問題を生むこと）を理解する。
人間と人間とのかかわりとは人間社会に関して学び、環境を理解する。つまり、将来世
代とのかかわり（世代間公正）と国内外の他地域とのかかわり（世代内公正）環境負荷を
生み出す現代社会システムの構造、社会作りに必要なコミュニケーションの問題、多様な
社会、文化、多様な価値観の理解等を含んだ環境問題である点が環境教育・環境学習から
共生教育と倫理教育へと必然的につながっていく。
2）環境教育の課題
日本環境教育学会は1990年に設立した学際的な学会である。2002年度の研究発表会では
多くの実践例が報告されている。その多くが自然環境にかかわる課題である。また、因み
に住環境・環境工学に関連した発表も希少であり、市民サイドでも「環境問題は自然環境
問題云々」と限定してしまいがちなように学会でもその通りである。環境にかかわること
をやっていればやること自体に意味があるように、自然にかかわった課題を発表すれば環
境問題に含蓄があるという傾向がある。しかし、環境問題の意味するところや環境問題に
ついての本質は別なところにあると先の環境基本計画にも示されているが、学会では技
術・知識よりな点は否めないのであろう。必然的に本質的な問題が顕在化してくるのを待
ちながらその段階に至るまで幾多の展開を要するのであろう。
環境教育の目的が環境問題を適切に認識し、問題を解決する資質を持ち合わせる人材を
育成することにあるのであるとするならば、問題を適切に認識するとは、問題を解決する
とはどういうことであろうか。今後、その辺のところがもっと論じられていかなければな
らないであろう。
3）関係性の創造
たとえば自然との触れ合いを奨励しているが、人間の自然とのかかわりを人間の営みの
線上で体験し、考え、調べ、学び、問題解決を図らなければ、単に自然を守ることを説く
だけでは十分な環境教育のあり方とはいえない。人間と自然のかかわりを根源的に死活的
にどう問題であるのか地域レベルでとらえていくことが環境意識を喚起する。そうした地
域性の強い環境問題が地域環境を越え地球環境につながるようになれば地域の環境におけ
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る根源的な問題をみつめることになる。
現在、地域での人間と自然のかかわりについて言うならば、共同社会が崩壊して地域で
の人間と自然とのかかわりについてそのあり方が全くといってよいほど伝わっていかな
い。祖父母から孫へ、地域の大人たちから子供集団へ、年長者から年少者へという組織的
なラインが消失してしまい、伝承の媒体である共同体（地縁・血縁による集団）が高度成
長期以後、共同体はコミュニティーのような西洋的な価値観を帯びた名称に代わりよく言
う脱殻の共同体と化している。一体全体西洋的価値基準に照合した結果である。そういう
中で子供たちは｢自然｣に対して体が覚え認識していないがためによそよそしく向き合うこ
とになる。自然と一体的な感性を養うには人間の営みと自然が一体でありかつ根源的に深
いつながりがあることを体で学ぶ。その学ぶ環境が伝承の中にあるとするならば、今後こ
の創造を、再構築を目ざすことが考えられなければならないことを鬼頭氏も指摘している。
環境教育は新しい社会のあり方を創造する課題を十分に秘めている。地球規模における
環境問題を問題とするばかりでなく人間と自然のかかわりを人間の営みの視点から見つめ
なおしていくことが地域社会のあり方を示唆することにもなる。また、人間と人間のかか
わり方も問い直し、新たに関係性を構想することになる。
環境倫理とは人間と自然の、人間と人間の、人間とモノの関係性を、あり方を問いなが
ら、環境を浄化し、その営みを支えていくものである。
６. おわりに
「環境教育・環境学習推進法をつくろう」という立法化の動き（NPO法人環境文明21：
環境教育部会）があるように地球環境の悪化は進んでいる。そのベースとなる環境教育が
確実に推進されなければという危機感から活動は盛んになっている。何故ならば、環境教
育の対象者を子供だと考える人が結構多く、現代社会を築いてきた大人たちはなかなか身
勝手な行動を慎しもうともせず環境に負担をかけている。そうした、大人の意識改革とラ
イフスタイルの転換が迫られている。対象者を子どもだけに限らずすべての大人に環境教
育・環境学習を行う仕組みが必要である。ところが、現在そうした仕組みとしての組織的
かつ継続的な取り組みが弱体である。学校でいえば、教師が環境教育の十分な知識を持っ
ていない、カリュキュラムに入っていない、教材がない、ないない尽くしで基盤不備のま
まスタートしているような状態である。事業主体でいえば、活動に関連する研修はするが
それ以上のことは余裕がないし、やる必要がどこにあるかという議論になりがちである。
やってもやらなくても良い状況では組織的かつ継続的な取り組みは困難である。環境教
育・環境学習を通して学び、考えることは自然環境との関わりの環境問題の解決だけでな
く現在における人々の生き方や社会の問題を通じて、さらに人間・社会のあり方を模索し、
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また問題を解決する糸口となり得る。
環境教育・環境学習の内容が、また、取り組みの姿勢が十分でなかったことを振り返り
ながらも、生存基盤である自然から教えられた命の大切さや幾多の学びを回想してみるが
よい。すべての人々が自然の力におののき（を怖れ）自然の恵みに感謝し､その慈しみに
気づいているならばもっともっと命を大切にし、自分を愛し､自分を愛するように自分以
外のものへ造詣を深めてもよい。そうすることが自然体に意心地よい環境をつくる。この
人間の生存基盤である人間と自然の関係性が正常に機能し、循環している状態における感
性こそ本物である。アメニティとは場・気候の快適さをいい、性質・態度では感じのよさ
を意味している。さらに、生活の楽しさ、便利にするもの、公園や娯楽をも示すが、注目
していただきたいのは礼儀正しい行為・言葉という訳である。かかわりや関係性を云々す
る際の振舞い方・あり方の所作を示す言葉である。
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